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中国ニュース2.5-2.11
HEADLINES
2018年「中央1号文書」を発表、農村振興戦略を全面的に推進へ

中国の都市化率が58.52％に　

日産自動車が中国に600億元を投資

海外での中国人就労者数が約1000万人に
韓国ロッテグループが相次ぎ中国市場から撤退
2018年、中国飲食市場の市場規模が4.3兆元に拡大へ

2017年、中国の大気環境が改善

サービス輸出増加率が7年ぶりに輸入を上回る　

二三四線都市の消費が急速な伸び、一線都市の約1.5倍

2017年の石油と化学工業の利益総額が51%増

2018年「中央1号文書」を発表、農村振興戦略を全面的に推進へ
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【中国証券網　2月5日】2018年の「中央1号文書」が4日に発表された。同文書が「三農（農業・農村・農民）」問題をめぐる取り組みについて指針を示すのは、改革開放政策が始まって以来20回目、今世紀に入ってからは15回目となる。文書は「中共中央、国務院の農村振興に関する戦略的意見」と題して、農村振興策の実施に向けた全面的な戦略配置を示した。文書は、「中国の特色ある社会主義思想に基づき農村振興を進めていけば、農業は将来性ある産業となり、農民は魅力ある職業に、農村は住みやすく楽しく働ける美しい郷里になる」と提起した。文書は、農村振興戦略実施の目標と課題を次のように提起した。まず、2020年までに、農村振興で重要な進展を目指し、制度的枠組みと政策体系を基本的に形成する。そして、2035年までに、農村振興を決定的に進展させ、農業・農村の現代化を基本的に実現する。さらに、2050年までに、農村を全面的に振興し、強い農業、美しい農村、豊かな農民の全面的実現を目指す。

中国の都市化率が58.52％に　

【人民網　2月5日】国家統計局が発表した統計によると、2017年末時点で中国都市部の常住人口は8億1347万人に達し、前年比2049万人増加した。都市部人口が全人口に占める比率（都市化率）は58.52％、前年末より1.17ポイント上昇。近年、党中央、国務院は新型都市化建設の推進において一連の政策を講じ、都市化レベルは急上昇した。しかしながら、専門家は、中国の常住人口の都市化率は先進国の平均水準の80％よりまだ低く、都市化の巨大な潜在力があり、経済成長を引き続き牽引すると見ている。
日産自動車が中国に600億元を投資

【人民網　2月6日】2月5日に発表された中期経営計画によると、日産自動車は電気自動車（EV）などの開発・生産・販売業務を強化するために、中国に600億元の投資をするという。2017年、日産の中国市場における販売台数は昨年より約12%増の151.9万台に達し、史上最高を記録した。日産の目標は2022年までに年間販売台数を2017年の1.7倍の260万台まで、販売収入を60%増の3000億元までに増やすことである。日産中国の関潤総裁は、「中国は全世界で最も活力があり、成長が最も速い市場である。この世界最大の市場において、日産は自動車製造会社として、販売実績トップ3入りを目指している」と述べた。

海外での中国人就労者数が約1000万人に
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【捜狐網　2月5日】中国商務部がこのほど発表した統計によると、17年末時点で当局に届け出済みの海外在住中国人労働者は約850万人だった。違法就労している人も合わせると1000万人近くに達するとみられる。世界銀行の報告書では、世界全体で海外への出稼ぎ労働者は2億人を越えており、うち約1000万人が中国人とみられる。 出身地別では山東省が最も多く約10万人であり、江蘇省、吉林省、河南省、遼寧省、広東省、湖北省、浙江省が続いた。行き先が多いのは、日本、韓国、シンガポール、米国、オーストラリアなどであった。

韓国ロッテグループが相次ぎ中国市場から撤退
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【環球網　2月5日】ロッテは2010年に中国市場に参入し、重慶、山東省、河南省、黒竜江省、雲南省で合弁事業を展開していた。このほど、韓国ロッテグループ傘下のロッテテレビショッピングは2021年をもって、中国から完全撤退すると発表した。ロッテテレビショッピングは来月、中国雲南省と山東省での経営権、持ち株（49％）を中国企業に売却するという。同時に、重慶での事業も縮小する方針が示されている。

2018年、中国飲食市場の市場規模が4.3兆元に拡大へ

【経済日報　2月8日】中国調理協会は先日、「2017年中国飲食市場解読及び2018年の市場見通し」というレポートを発表した。それによると、供給側構造改革の深化とともに、飲食業界は安定的な成長を遂げてきた。2017年、飲食業売上高が3兆9644億元と、前年比10.7%増を実現した。一定規模以上の飲食企業の売上高は9751億元で同7.4%増、伸び率が前年度を1.4ポイント上回った。著名飲食企業によるけん引が際立つ。飲食業は内需拡大、消費促進、民生改善の面で大きな役割を果たした。また、予測では、2018年の中国消費市場全体と飲食市場はともに安定的な伸びを維持する。飲食業の年間成長率が約10%となり、市場総規模は4.3兆元に拡大し、第十三次五カ年計画期（2016～2020年）の終わりごろには5兆元の大台を突破することになる。

2017年、中国の大気環境が改善
【経済日報　2月12日】中国気象局に発表された『大気環境気象報告2017』によると、2017年は、全国に及ぶ広範囲のスモッグが6回、砂嵐が1回発生したものの、例年より少なかった。また、年間全国平均スモッグ日数は27.5日、前年より10.5日、2013年より19.4日減少したと明らかにされた。2000年に入ってから、中国の大気環境は悪化し、特に、2013年に全国範囲に及ぶスモッグの発生日数が15回とピークに達した。その後は年々減少しており、そのうち、2017年の減少幅が最も大きかった。

サービス輸出増加率が7年ぶりに輸入を上回る　

【央広網　2月6日】商務部によると、2017年に中国のサービス輸出入総額が4兆7千億元に達し、前年比6.8％増加し、増加率が世界2位の規模を維持したと見込まれている。また、輸出額から輸入額を差し引いた貿易収支は1兆6千億元の赤字で、前年並みの水準であった。同部サービス貿易・商貿サービス業司の責任者の説明によれば、「2017年通年のサービス輸出額は1兆5400億元、増加率は10.6％で、2011年以降で最も高い増加率であった。輸入は3兆1600億元、増加率は5.1％で、輸出の増加率が輸入より5.5ポイント高く、7年ぶりに輸出増加率が輸入増加率を上回った」という。

二三四線都市の消費が急速な伸び、一線都市の約1．5倍

【経済日報　2月6日】このほど、中国銀聯が京東金融と共同で作成した報告書『2017年消費バージョンアップビッグデータ報告』が発表された。これは中国の消費の高度化と発展の状況を分析し紹介するものだ。消費地域の変化をみると、17年の二線都市の消費増加率は59％、三線都市は58％で、一線都市と新一線都市を大幅に上回ったとともに、増加率の優位性がますます拡大した。二三四線都市の増加率は一線都市の約1.5倍に達した。また、一線都市は確固たる地位を確立しており、消費額は全国の41％を占めた。新一線都市は22％、二線都市は約18％、三線都市と四線都市を合わせて約18％だった。

2017年の石油と化学工業の利益総額が51%増
【新華社　2月6日】中国石油・化学工業連合会が6日発表したデータによると、2017年の中国の石油・石油化学業の利益総額は51%増の8400億元となり、三年連続の低下状況から脱却し、再び増加傾向を辿り始めた。分野別に見ると、石油・天然ガス採掘業は赤字から黒字に転じ、石油加工業の利益は14.4%、石油化学工業の利益は40.2%伸びた。石油化学工業の中で、合成材料、基礎化学製品、専用化学製品の売上高・利益の伸び率が他をリードし、石油化学工業全体に対する貢献率は80％を超えた。天然ガス消費量の伸び率と石油・石油化学業全体におけるシェアはともに上昇し、新エネルギー・クリーンエネルギー需要の伸びが加速した。

鶏肋妄語：『遠くのボーナス・近くの月給』

前蝶理中国総代表

井上 邦久
　日本の年越しが終わり、中国の日系企業も新年のスタートアップをしようとする頃、その前に二つのハードルが立ち塞がります。一つ目のハードルは春節を前にした「迎春会」とか日本風の「忘年会」とかの心弾む宴会が連日連夜続く事、もう一つは、現地職員へのボーナスの査定と支給にあれこれ心を砕く事です。2009年に赴任したばかりのこの時期に、同業他社の総経理殿や自社の管理部門や各営業部門の責任者たちが「査定」・「ボーナス」という言葉を口にし、ため息をつくのに頻繁に出くわしました。査定会議に初参加すると、膨大な資料を基に各職員一人一人の査定を行い、ボーナスの月数（金額）を決めていくのでした。その年度の業績や目標達成度、管理能力、組織成長度、売掛金未回収金額、法令制度順守などの様々な基準を確認しながら個人への査定案を決めていきます。そして同じ部署内での比較対象者に比べて過不足はないか？と配慮をきめ細かくしていきます。ところが決まりかかった段階に「北京のA氏との格差が大き過ぎるのではないか」とか、「今年Bさんは結婚して子供もできるそうだ」という更にきめ細かい要素が加えられると、決まりかかったバランスが崩れてやり直しになることもありました。多くの時間を消費し、心身ともに消耗するやり方を給与改定の際にも繰り返すと聞いて、改善検討に着手することを潜に決めました。昼休みの社員食堂や同行外出や出張先で多くの職員の声を聴いたところ、

①
他人が幾ら貰ったか？については凄まじく早い速度で満遍なく伝わる

②
金額の増加よりも「あいつより上か下か」を最重視し、不満も出て来る

③
ボーナスが生活給という意識は乏しいし、あまり重要視していない

④
入社時の待遇条件で大切にするのは、月給でありボーナスではない

中間管理職のF氏は、東京留学時代のべらんめえ口調で「会社から幾らもらっている？」と聞かれて「1万元」と月給で答えるのが普通であり、ボーナスの説明はしない、年収論はあまり馴染まない。月給はすぐ目の前で貰える確かな報酬。ボーナスはまだ数か月先のことであり、査定評価者が急に交替するかも知れない、また会社が存続するかどうかも分からない、更に言えば自分自身がそれまでに転職するかも知れない、だから確実に獲得できる近くの月給を大事にしている・・・。

管理総務責任者と相談して「ボーナスは全員一律3か月」「個人評価は給与に反映させる」案を実行しました。結果として、職員には予想外に反発や不満の声が少なく、査定に苦労した管理職は大歓迎でした。当然ながら、本社としては、ボーナスは業績給でありメリハリを付ける対象、給与の上昇は不可逆的なので、コストアップは避けられないというマトモな理由で反対でした。もちろん、年間給与予算の増加幅は公的な最低賃金上昇率や物価上昇率を基礎に丁寧にシーリングさせ、ボーナス支給総額を差し引いた残額を給与改定のファンドとする方式を説明し、査定の為の労働量低減や人間関係の摩擦の緩和というプラス面も強調しました。何よりも分かりやすい方式にしたのが新入社員の採用面接の際に活きました。「給与は〇〇元、期末ボーナスは3か月」と明解に伝えることで、従前の「給与は少なめかもしれないが、ボーナスを加味した年収では他社より多い」といった回りくどい説明よりも好評だったと思います。また、春節前のボーナス支給日の直後に開かれる「忘年会」で、酒の勢いで不満をぶつけてくる職員がいなくなり、職員同士のいざこざを目にすることが減りました。心地よく忘年迎春の白酒の相手ができたことが何より嬉しかったです。

この方式に各種難点があることは承知していましたが、微調整をしながらも退任まで賞味期限が続きました。中国での発想として、目の前の具体的なものを重視する、遠くにある具体的でないものは近くに来るまで重視しない、という考え方を実感できました。上記F氏が酒席で笑いながら「遠くの本社社長より、近くの総経理」と話すのを聴きながら、臍を固めたのも同じ頃で、まだ牧歌的な空気が流れていた一昔前の話です。　　　
（了）
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	4月
	
	6.5
	10.7
	1.2
	8.1
	380
	4.2
	11.6
	42.7
	-9.8
	10.5
	12.9

	5月
	
	6.5
	10.7
	1.5
	7.8
	408
	5.5
	14.6
	-5.4
	-8.7
	9.6
	12.9

	6月
	6.9
	7.6
	11.0
	1.5
	8.8
	428
	9.1
	16.3
	14.3
	-2.8
	9.4
	12.9

	7月
	
	6.4
	10.4
	1.4
	6.5
	467
	6.0
	10.9
	10.4
	-15.7
	9.2
	13.2

	8月
	
	6.0
	10.1
	1.8
	3.8
	419
	4.6
	13.6
	－1.8
	6.9
	8.9
	13.2

	9月
	6.8
	6.6
	10.3 
	1.6
	6.2
	286
	7.4
	19.0
	14.5
	14.9
	9.2
	13.1

	10月
	
	6.2
	10.0
	1.9
	3.2
	382
	6.2
	16.8
	104.4
	2.5
	8.8
	13.0

	11月
	
	6.1
	10.2
	1.7
	5.8
	402
	12.3
	18.7
	161.5
	90.0
	9.1
	13.3

	12月
	6.8
	6.2
	9.4
	1.8
	-2.3
	547
	10.7
	5.0
	36.1
	-44.1
	8.2
	12.7


注：1.①「実質GDP増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、1月と2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意
されたい。また、(　　)内の数字は1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。
　　3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の86%（2007年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。
1
9

